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平成１５年度の実績

１５年度は、「収益力の強化」へと軸足を変える転換期。

質・効率面は計画を上回る実績を確保、「収益力の強化」も進展。

 　◎　資産の質の向上

 　◎　効率性の向上

　　１４年度 　　１５年度 　　１６年度

第８次中期
経営計画
基本目標

第８次中期
経営計画
基本目標

 　◎　収益力の強化

・ 事業ポートフォリオの再構築
・ 新業務からの収益拡大

　　１３年度

不良債権の最終
処理に向けた
前倒し対応

前半 後半

収益力の強化

資産の質の向上

効率性の向上

事業ポートフォリオの再構築に向けて

裾野拡大期から、成果刈取期へ

不良債権問題と訣別するための実践期間

企業再生とオフバランス化

低コスト化を実現するための実践期間

人材構成入替、コスト構造改革プ
ロジェクト　等

○ コア業務純益は公表水準を達成。
△ 貸出金増強、フィービジネスの拡大が課題。

◎ 開示債権残高は大幅に減少し、１年前倒しで中計
目標達成。

◎ 経費は計画を上回る削減実績。

＜１５年度の目標＞ ＜１５年度の実績＞
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厚生年金基金の代行返上

（部分）直接償却債権の取立益

・14年度は、大口案件の取立益確保

破綻懸念先の貸倒実績率算定方法の変更、引当
強化（＋４１億円）

平成1５年度の実績（損益の概要）

物件費を大幅に削減

要管理先の引当方法変更（＋２９億円）

コア業務純益は、公表利益を達成。前期比
＋３９億円の大幅増益。

資金利益、役務等利益が前期比増加したこ
とに加え、経費も減少。

経常利益、当期純利益ともに前期比増益、
当期純利益は過去最高益を更新。
（従来　平成元年度１８３億円）

実質信用コストは、引当方法の変更、引当
強化により、公表水準比増加。

預り資産増加、手数料の新設・改定

※平成15年度公表：15年12月時点の見通し

有価証券利息配当金の増加

（単位：億円）

平成15年度 平成14年度 増減（△） 平成15年度

前期比 公表比

業  務  純  益  (A) ４７３ ５２３ △５０ △７

コア業務純益  (A)-(B)+(C) ４８０ ４４１ ３９ ５

業 務 粗 利 益 １,２０２ １,２１８ △１６ △１４

資金利益 １,０５６ １,０４５ １０ ９

役務取引等利益 １２２ １１１ １１ △８

その他業務利益 ２１ ５９ △３７ △１６

　うち対顧売買益等 １２ １４ △２ △５

  うち国債等損益  (B) ９ ４４ △３５ △１１

経  費　（△） ７１２ ７３２ △２０ △８

一般貸倒引当金繰入（△） (C) １６ △３７ ５４ ０

臨  時  損  益 △１７４ △４０３ ２２９ △１５

うち不良債権処理額 (D) １９１ ２５７ △６６ ４４

うち株式等損益 ３５ △１２１ １５６ ２３

経  常  利  益 ２９８ １１９ １７９ △２２

特  別  損  益 ９２ ６２ ３０ ６６

うち償却債権取立益 (E) ４１ ６１ △２０ ６

うち退職給付関係損益 ６０ △３ ６４ ６０

税引前当期純利益 ３９１ １８２ ２０９ ４４

当　期　純　利  益 ２２８ ８３ １４４ ２８

実質信用コスト (C)+(D)-(E) １６６ １５８ ７ ３８
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平成１６年度の位置付けと見通し

１６年度は、第８次中期経営計画の最終年度。

質・効率面の成果の上積みを図るとともに、「収益力の強化」を加速させる。

コア業務純益の推移
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コア業務純益増減要因（15年度比）
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利回要因　△ 8
平残要因　＋28

うち国内　 △13
　　 国際　△15
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資産の質の向上

平成１４年度決算

 企業経営支援室の設置など企業再生への体制が整い、実質
信用コストは大幅に低下。

 不良債権残高は、目標以上に減少。
平成１５年度決算

 不良債権残高、比率ともに中計目標を１年前倒しで
達成 。

 今後活動の中心となる要管理・破綻懸念先の再生
に向けて引当を強化。

 平成１６年度見通し

 要管理先、破綻懸念先の残高減少により、不良債
権残高が更に減少、実質信用コストも巡航水準に。
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資産の質の向上 （１）　～　企業再生の実績

○営業譲渡等を活用した、業態転換による経営改善

○保有資産の売却・有効活用による財務改善

○経営計画の策定指導

１５年度は、経営改善取組先2,226先のうち、415先について経営改善・格付向上

従来までの取組みに加え､「茨城いきいきファンド」の活用など､企業再生支援の取組み強化

◎企業再生の１５年度実績　　

うち　　　　　　
　企業経営支援室

９３先　２７３億円
　（累計　278先　611億円）

再
生
の
難
易
度

高

低

［金額ﾍﾞｰｽ実績推移］　　　　　　　　　　　　　（億円）［先数ﾍﾞｰｽ実績推移］
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績
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　地域版企業再生ファンド

　　　　「茨城いきいきファンド」の創設、活用

中小企業再生支援協議会の活用（実績７件）

「中小企業再生支援融資制度」の創設、活用（実績２件）

＋

経営改善取組先
2，226先
4，180億円

４１５先　４３７億円
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要注意先以下の債権額推移

3,206 2,974 3,094

1,800
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億円

資産の質の向上 （２）　～　要注意先以下の債権額推移

　要注意先以下の債権額は、経営改善によるランクアップ、リスクの高い先の圧縮、最終処理

により順調に減少し、17年3月末の中計目標を1年前倒しで達成。

 17年3月末の開示債権残高は、一段と減少する見込み。

開示債権残高
1，800億円程度

不良債権比率
　　4％程度

17年3月末目標

（目標上積み）

その他の要注意

開示債権

　潜在的なリスクは

一段と低下
不良債権比率
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資産の質の向上 （３）　～　実質信用コストの推移

 要管理・破綻懸念先の再生に向けた財務上の手当てとして、15年度に引当方法の変更、引当
率の引上げを実施。

 16年度の与信費用比率は２５ベーシス程度の見込み。 （注）与信費用比率  ＝実質信用コスト÷貸出金平残

与信費用比率
１５年度
　38ベーシス

１６年度見通
　25ベーシス程度

１３年度
　219ベーシス

１４年度
　36ベーシス

（除くﾙｰﾙ変更要因　22ベーシス）

実質信用コストの推移

496

966

158 166

100

-300

-100

100

300

500

700

900

1,100

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度見通

億円

担保下落・処分損 新規発生額 特殊要因 回収（含む取立益） 一般貸倒引当金 実質信用コスト

担保評価の
引下げ

破綻懸念先の
引当基準見直し

第百生命
破綻等

要管理先の引当
率引上げ

要管理先の引当
方法の変更
２９億円

破綻懸念先の
引当率の引上げ
４１億円
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効率性の向上

 平成１４年度決算
３つのプロジェクトは、予定通り着実に進展。

経費は、人件費を中心に公表比削減。

平成１５年度決算

コスト構造改革プロジェクトの成果により、経費は計
画を上回る削減実績。

他のプロジェクトも着実に進展。

平成１６年度見通し

３つのプロジェクトのスピードアップと更なる成果の
取り込み。
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１５年度△２０億円（前期比）の要因

効率性の向上 （１）　～　経費削減の状況

コスト構造改革プロジェクトなどによる既存経費の削減に加え、システム投資がピーク
アウトしたことから、物件費が前期比△２９億円の大幅減少。

人件費は、行員数削減による減少はあるも、総報酬制移行に伴う社会保険料の引当
増加、退職給付費用の増加などにより前期比１１億円増加。

総じて、経費総額は、前期比△２０億円。

物　件　費　：△２９億円

－コスト構造プロジェクトなどによる既存経費
の削減　　△２３億円

－戦略システム投資

　　　　　　　　 △　６億円 （支出額２７億円）

人　件　費　：＋１１億円

－定例給与等の減少　△　４億円

－増加要因　　　　　　　＋１５億円

　社会保険料（総報酬制移行に伴う引当増）
　退職給付費用（期待運用収益率引下げ）

456
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0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

7年度 13年度 14年度 15年度 16年度見通

69 .6%
63 .3% 63 .3%

59 .7% 58 .6%
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物件費



11
ＴＨＥ ＪＯＹＯ ＢＡＮＫ,ＬＴＤ.

効率性の向上 （２）　～　３つのプロジェクトの進捗状況

３つのプロジェクトは着実に進展。特に、コスト構造改革プロジェクトは目標３０億円分の
削減施策を完了した。

「効率性の向上」に向け、スピードアップと更なる成果の取り込みを図る。

プロジェクトの進捗状況（％）

0% 50% 100%

（期間：18年度まで） △20億円

②コスト構造改革プロジェクト

△30億円＋α

経費実額の削減 １５年度末 1６年度見通

削減施策の展開 １５年度末

グループ会社の統廃合
外部出向の拡大

③チャネル合理化
△10億円

1６年度見通

＋α

16年度見通

１６年度見通

1５年度末

（経費削減額：16年度－13年度）

 ①人材構成入替プロジェクト

・グループ全体の生産性向上

14年度～15年度合理化店舗20ヶ店
店舗外66ヶ所
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収益力の強化

 平成１４年度決算
預り資産等フィービジネスは順調に拡大。

貸出金残高の更なる積上げ、利回り向上が課題。

平成１５年度決算

住宅関連ローン残高が大幅増加（過去最高）。

フィービジネスも順調に拡大。

有価証券の運用収益が拡大。

平成１６年度見通し

住宅ローン、地元法人貸出金の強化。

フィービジネスの強化。

有価証券運用における安定収益の確保。



13
ＴＨＥ ＪＯＹＯ ＢＡＮＫ,ＬＴＤ.

収益力の強化

　　貸出ポートフォリオの再構築 （１）

個人貸出金を中心に、正常先が大幅に増加。

要注意先以下は減少し、資産の入替が更に進展。

末残：億円

正
常
先

要
注
意
先
以
下

円貨貸出金
（除く国向け）

34，825

地元　　　　
27，668

都内大阪　
  7，157

6，285

14年3月末
41，111

35，745

地元　　　　
28，133

都内大阪　
  7，612

5，062

15年3月末
40，808△　303

△1，223

＋920

地元　　　
＋465

都内大阪
＋455 資

産
の
入
替

37，070

地元　　　　
29，288

都内大阪　
  7，781

16年3月末
41，738

4，667

＋1,325

地元　　　
＋1,155

都内大阪
＋　169

＋　930

△　395
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• つくばエクスプレス関連等、大規模宅地開発地域への人員
重点配置、ローンプラザ新設、営業日の拡大

• ほくとう地域における団地工作、業者工作の推進

収益力の強化

　　貸出ポートフォリオの再構築 （２）　～　住宅関連ローンの状況

住宅関連ローンは、年間約＋1，500億円の大幅増加（過去最高）。

新築、借換ともに案件の捕捉を強化し、１６年度も高水準の増加を見込む。

＜新築案件への対応＞

＜借換案件への対応＞

住宅金融公庫改革への対応

• 茨城県内における団地工作の強化
　　－売出し時に当行の関与が弱かった物件

　　－８０年代後半から９０年代半ばに販売した物件

• 借換ニーズを喚起する戦略商品の投入

＜住宅ローン審査システムの活用＞

• より幅広いお客様ニーズに対応、審査のスピードアップ
• 申込件数の大幅増加　（導入後４３％増加）

住宅業者への対応力強化
借換案件の取り込み徹底

年率（右軸）

住宅関連ローン残高推移

7,166
7,599

8,147

9,640 10,500

6,000

7,000

8,000

9,000
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法人貸出金推移

11,940 11,393 11,384 11,149 11,360 10,934 10,973

6,857 6,635 6,813 7,569 7,290 7,510 7,438

6,692
6,272 5,442 4,758 4,299 3,930 3,924

25,489
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収益力の強化

　　貸出ポートフォリオの再構築 （３）　～　法人貸出金の状況

法人貸出金は底打ち。正常先の増強に加え、その他要注意先についても、債権良化活動や
金利適正化への取り組みとセットで対応を進める。

• 営業拠点長の決裁権限拡大による与信判断のスピードアップ実現（１５年度）
• 営業店とエリア（法人専門）の担当区分を見直し、より柔軟に対応できる体制を構築（１６年度）

正常先（地元）

正常先（都内大阪）

要注意以下先
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中堅中小企業等融資先数

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

13/3末 13/9末 14/3末 14/9末 15/3末 15/9末 16/3末

先

収益力の強化

　　貸出ポートフォリオの再構築 （４）　～　法人取引先の裾野拡大

事業ポートフォリオの再構築に向け、新規開拓に注力した結果、新規開拓残高、融資先数
は着実に増加。

取引先の裾野は着実に拡大しており、１６年度以降、ボリューム拡大に繋げていく。

新規開拓残高
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312 296
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12/下 13/上 13/下 14/上 14/下 15/上 15/下

億円

その他

ほくとう

茨城
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収益力の強化

　　金利の適正化 　～　預貸金利回・利鞘（国内）

貸出金利回りは、住宅ローンの大幅増加により、若干の低下。

預貸金利回・利鞘推移 （国内）－ 国向け貸出を除く－

0.31 0.22 0.17 0.09 0.04 0.03

1.31
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1.19 1.17

0.77
0.91

0.89 0.85

0.020.02

1.35

1.151.15
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0.850.87

0.88

2.30 2.31
2.22

2.12
2.05 2.022.05

2.37

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年中間期 15年度 16年度見通

（％）

貸出金利回

預貸金利鞘

預金経費率

預 金 利 回
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１５年度増強策の実績

収益力の強化

　　フィービジネス（１）　～　役務等利益（対顧関連）

対顧関連の役務等利益は、資産運用ビジネス（預り資産）の増強、手数料の新設・改定
や減免見直しにより順調に拡大。

　　　　　　　　　　　　（注）対顧関連役務　：　役務取引等利益＋その他業務利益（外為売買益等）+特定取引利益（デリバティブ、国債窓販）

１６年度増強策

資産運用ビジネス　　　　　　＋１９億円

法人向けフィービジネス　　 ＋　３億円

新設・改定、減免改善　　 　 ＋　４億円

中間期

年　度

対顧役務等利益

103

119
124

139

162

8.8%

9.5%
10.2%

12.4%

13.4%

0

50

100

150

200

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度見通

億円

役務比率

資産運用ビジネス　　　　　　＋１４億円

手数料の新設・改定　 　　　＋　６億円

減免手数料の徴求　 　　　　＋　２億円
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収益力の強化

　　フィービジネス（２）　～　資産運用ビジネス

◎預り資産の残高推移

新商品の開発・投入、リスク許容度を踏まえたポートフォリオの提案により、預り資産残高

が着実に増加。

手数料収益も順調に拡大しており、１６年度は６３億円を見込む。

◎資産運用ビジネスの手数料推移
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収益力の強化

　営業体制の見直し

エ　リ　ア 支店（ｴﾘｱ構成店・単独店）
個人

ＦＡ

個人事業部

預り資産推進室

融資審査部

融資統括室

企業経営支援室

個人ﾛｰﾝ、預り資産の推進

法人事業部

情報営業

支援室

事業性融資の推進

ｸｲｯｸ・ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ・ｾﾝﾀｰ

法人取引先との接点強化

取引機会の補足

中核取引先に対する

　・総合取引の推進

　・ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業の強化

一元的な

預り資産営業

の推進

ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業

情報営業の強化

営業統括部

営業支援グループ

営業統括、拠点支援

県内５ブロック毎に担当者を配置、ブロック担当役員・

営業拠点の支援、情報営業・マーケティングの強化中小企業・個人事業主への対応強化

法人取引先 個人取引先
個人事業主

企業オーナー

職域

中核取引先 富裕層
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収益力の強化

　有価証券ポートフォリオの状況

◎形態別残高の推移（億円、取得原価ベース）

残高：２１，６４３億円（１５/３末比＋１，２４６億円）

評価損益：９１７億円（ １５/３末比＋６１５億円）

デュレーション：円債２．８４年　外債１．９２年

◎その他有価証券の評価損益の推移（億円）

◎デュレーションの推移（年）

◎利回り・利鞘の推移（％）

引き続きポートフォリオの健全性を維持

円債

外債

株式

その他

19,924 20,397
21,643

円債

外債・その他

株式

469

302

917

14/3末 15/3末 16/3末 15/3末比
有価証券全体 1.73 1.47 1.46 △ 0.01
　　ｳﾁ円債 1.17 0.96 0.85 △ 0.12
　　ｳﾁ外債 4.56 3.64 3.27 △ 0.37
　　ｳﾁ外債（利鞘） 0.75 1.44 1.81 0.37
　　ｳﾁ株式 1.27 1.22 1.42 0.20
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資本の状況

厚い自己資本を背景とした積極的な資本政策 　⇒　ＲＯＥの向上、株主価値の向上、配当負担の軽減

 自己株式の取得実績　2,440万株　81億円（15年4月～16年3月）

　（自己株式取得枠）　4,000万株  200億円

　保有金庫株 　3,141万株　105億円（当行単体分）

ＲＯＥ向上策

＜繰延税金資産の状況＞

○16年3月末　846億円（単体）
　　（15年3月末比　△165億円）
繰延税金資産額：繰延税金資産
純額＋株式等評価差額

○ＴｉｅｒⅠに占める割合
繰延税金資産／ＴｉｅｒⅠ＝25％
（15年3月末比　△5％）

○自己資本比率に与える影響
・繰延税金資産を全額控除した
場合でも、自己資本比率は ９％
程度

（連結） （単位：億円、％）
16年3月末 15年9月末 15年3月末
（国内基準） （国内基準） 15年9月末比 （国内基準）

基本的項目（ＴｉｅｒⅠ）　　　（ａ） 3,402 3,303 98 3,274
資本金 851 851 0 851
資本準備金 585 585 0 585
連結剰余金 2,033 1,907 126 1,833
連結子会社の少数持分 37 30 6 28
自己株式 ▲106 ▲71 ▲34 ▲24
補完的項目（ＴｉｅｒⅡ）　　　（ｂ） 918 918 0 916
その他有価証券評価差額の45％相当額 0 0 0 0
土地再評価差額金の45％相当額 111 113 ▲1 114
一般貸倒引当金 236 234 1 231
劣後債務 570 570 0 570
自己資本総額 4,320 4,221 99 4,190
リスクアセット 37,907 37,493 414 36,971
自己資本比率 11.39% 11.25% 0.14% 11.33%
ＴｉｅｒⅠ比率 8.97% 8.81% 0.16% 8.85%

（注）平成16年3月末の単体ベースの自己資本比率は11.34 %、ＴｉｅｒⅠ比率は8.95%
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平成１６年度業績予想

コア業務純益は前期比＋１９億円の５００億円を見込む。

経常利益は、不良債権処理額の減少により前期比＋６１億円の３６０億円を見込む。

＜単体ベース＞ （単位：億円）

平成16年度 平成15年度 増減（△） 平成16年度 平成15年度 増減（△）

見通 前期比 中間期見通 中間期 前年同期比

業  務  純  益  (A) ５００ ４７３ ２６ ２５０ ２１５ ３４

コア業務純益  (A)-(B)+(C) ５００ ４８０ １９ ２５０ ２２１ ２８

業 務 粗 利 益 １,２０９ １,２０２ ７ ６０９ ６０６ ３

資金利益 １,０４８ １,０５６ △８ ５２６ ５２０ ６

役務取引等利益 １３５ １２２ １３ ７０ ６０ １０

その他業務利益 ２２ ２１ １ １１ ２５ △１４

  うち国債等損益  (B) ０ ９ △９ ０ ２０ △２０

経  費（△） ７０９ ７１２ △３ ３５９ ３６４ △５

一般貸倒引当金繰入 (C) ０ １６ △１６ ０ ２６ △２６

臨  時  損  益 △１４０ △１７４ ３４ △７０ △７６ ６

うち不良債権処理額 (D) １３０ １９１ △６１ ６０ ８１ △２１

うち株式等損益 ０ ３５ △３５ ０ １２ △１２

経  常  利  益 ３６０ ２９８ ６１ １８０ １３９ ４０

特  別  損  益 １５ ９２ △７７ ４ ２０ △１６

うち償却債権取立益 (E) ３０ ４１ △１１ １５ ２３ △８

うち退職給付関係損益 ０ ６０ △６０ ０ ０ ０

税引前当期利益 ３７６ ３９１ △１５ １８４ １６０ ２４

当 期 純 利 益 ２２０ ２２８ △８ １１０ ９４ １５

実質信用コスト (C)+(D)-(E) １００ １６６ △６６ ４５ ８４ △３９
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ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ機能強化計画の進捗状況

創業・新事業支援機

能等の強化

お取引先企業に対

する経営相談･支援

機能の強化

新たな中小企業金

融への取組み

お取引先企業の経

営改善に向けた取

組み

成果・課題、

今後の対応方針

医療･介護関連業種を担当する専門チーム設置、アグリビジネス担当者配置　　～　成長業種への対応強化

日本政策投資銀行、茨城県中小企業振興公社と業務協力協定を締結　～　地域の産業･経済の活性化を支援

茨城県が主催する「いばらきベンチャー企業育成ファンド」の設立に参画、２億円を出資

ビジネスポータルサイト「常陽ビレッジ」開設　～　各種相談受付、情報の提供、ビジネスマッチング機能の提供

「情報営業支援室」設置　～　コンサルティング機能の強化、情報営業の強化

有料での顧客紹介業務（証券会社への株式公開見込み企業等の紹介）開始

スコアリングモデルや信用保証協会の保証を活用した商品等の推進、私募債等資金調達手段の多様化を支援

常陽ｽﾓｰﾙﾛｰﾝ：74億円、ゼブリー３０：395億円、アクティブプラン２１：566億円（16/3末残）

信用保証協会付私募債：22億円、銀行保証付私募債：12億円、売掛債権担保融資：10億円、一括ファクタリング：15億円

茨城県､信用保証協会､中小企業再支援協議会と連携し「中小企業再生支援融資制度」創設

茨城県、中小企業総合事業団、地元金融機関の連携により、企業再生ファンド「茨城いきいきファンド」創設、８億円出資

企業経営支援室・営業拠点の経営改善取組み先２,２２６先のうち、４１５先の経営改善・格付向上が実現

事業性融資の取引先数が増加するなど着実に取引の裾野が拡大

私募債発行やＭ＆Ａ業務、デリバティブ取引への取組みなど、ソリューション営業拡大、手数料収入増加

取引先企業の経営改善・格付向上、及び、当行資産の健全化（開示債権額減少、不良債権比率低下）

人材育成を強化しながら、これまで整備してきた制度・体制をより効果的に活用することによって、課題解決型の営業を

強化し、取引の深耕・拡大を図る
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• 本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。
こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、経営を
取り巻く環境の変化などによるリスクや、不確実性を内包し
ておりますことにご留意ください。

　　＜本件に係る照会先＞

　　　　株式会社　常陽銀行　経営企画部　

　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ ：  ０２９－３００－２６０１

　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ ：  ０２９－３００－２６０２

　　　　　　　Ｅ-mail：  joyobankrmd@pop01.odn.ne.jp

　　　　　　　U R L ：  http://www.joyobank.co.jp/
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